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【事実の概要】⑴
　
被告であるＹ銀行は、平成一九年八月二九日にＡ社の依頼を受けて一〇億円のシンジケートローン（以下、シ・ローンとす
る）の組成を受託し、その後組成に着手して一〇の金融機関に招聘を行った。招聘に際してＹは各金融機関にインフォメーション ・メモランダム（Ａ社の決算書や融資条件を記した資料）を交付したが、その中には、この交付資料に含まれる情報の正確性・真実
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性にはＹ銀行は一切の責任を負わず、Ａの信用力等は各金融機関が独自に審査する必要性がある旨の記載があった。一〇の金融機関のうち、招聘に応じた はＸ
1〜Ｘ
3の三社であり、融資額はそれぞれＸ
1（信用金庫）が二億、
Ｘ
2（信用金庫）が二億、
Ｘ
3（地方銀行）
が一億、Ｙが四億となっており、合計九億のシ・ローン契約が平成一九年九月二六日に締結された。融資額九億円のうち、一億円はＹへの債務の返済に、二億はＡ社を迂回して、Ａ社 子会社Ｃ Ｙに対して負っている債務の返済に充てられている。この九億の貸付に関しては、物的保証は無く、Ａ社の代表者Ｂが連帯保証人となっているだけである。なお、Ｙはシ・ローン 組成によてＡ社からアレンジャーフィーないしエージェントフィーとして三七八〇万円支払いを受け おり、Ｙはその中から手数料としてＸ
1及びＸ
2に対して二一〇万円、Ｘ
3に対して一〇五万円をそれぞれ支払っている。
ところで、Ｙ銀行はＡ社のメインバンクではなく、平成一七年二月頃から取引をしている金融機関の一つに過ぎないのだが、Ｙ
がシ・ローンを組成する半年ほど前である平成一九年三月頃に、Ａ社はメインバンクであるＭ社との間でも三〇億規模のシ・ローンを組成していた。Ｍ銀行は、平成一九年八月二八日頃にＢに対して、同年三月期 決算書において不適切な処理がなされている疑いがあり、決算書に関して専門家による財務調査を行う必要がある旨を指摘し、この財務調査が行われなければ同年九月以降Ｍシ・ローンは継続できない旨を告げ Ｂはこれを承諾した。
Ｍ社によって上記指摘を受けたＢは、九月二一日に契約書調印手続きのため訪れたＹ銀行の担当者に、シ・ローンの組成・実行
手続きの継続の是非につき判断を委ねる趣旨でこのことを伝えたが、Ｙ この情報 Ｘらには伝えず、同月二六日にＸらはＡとの間で貸付契約を締結し二八日に貸付 実行 た。
Ａ社から財務調査の依頼を受けたＤ社は、平成一九年九月二〇日から同年一〇月二九日にかけて調査を開始し、その結果Ａ社は
粉飾決算をしていることが分かった。これによってＡ社は、同年一〇月三一日にＭ社からＭシ・ローン おける期限の利益の喪失通知を受け、Ｍシ・ローンの継続は打ち切ら た。このことについて、Ｙ銀行は同日 保証協会から 連絡によって知らされた。Ｙ及びＸらはその後Ａ社との間で債務返済の協議を行ったが、 は平成二 年 月二八日 名古屋地方裁判所 対 て民事再生
三五九
民事判例研究⑵（中山）
手続きを申し立て、同年四月一一日、この手続きが認められることとなった。なお、再生手続きに際して、Ａ社は平成一七年三月期以降、継続的に粉飾決算を行っていたことが明らかになった。
民事再生手続きに伴ってＸらはそれぞれ、
Ｘ
1が一五三六万円、
Ｘ
2が一五〇八万円、
Ｘ
3が七九一万円の配当を受けたが、他方で、
多くの貸付金を回収できず損害を被ったとしてＹに対して損害賠償請求を行った。
⑵
　
第一審（名古屋地裁平成二二年三月二六日判決、判タ一三三〇号一二二頁）では、Ｘによって、アレンジャーはシ・ローン
では参加金融機関に対して信認義務を負うものであり、その義務の一環として情報提供義務を負い、この義務に違背したＹは信義則に基づく債務不履行責任 負うと主張されたが、インフォメーションメモランダムにおいてアレンジャーは提供する情報についての真実性・正確性に関して責任を負わないことや、Ａの信用力は各参加金融機関が独自 審査する必要がある旨記載されていることや、ＸＹ間には契約関係がないことを以て信認義務は認められな とした。また、Ｘからは不法行為責任も主張されたが、これについ は作為義務の認定 は少 くとも「①当該情報が 招聘を受けた金融機関の参加の可否の意思決定に影響を及ぼす重大な情報であり、かつ正確性・真実性のある情報であること、②アレンジャーにおいて、そ ような性質 情報であることについて、特段の調査を要することなく容易に判断し得 こ 」 必要 するとした上で、本件事実の元ではこ 要件を満たさないとして不法行為も認めなかった（なお、一審と二審で 事実認定が異なる） 。このような要件とする理由としては、アレンジャーは金融機関として借入人との間 の委任契約に基づき借入人に対して守秘義務 負っており、借入人の同意無しには情報を第三者に開示 きず、信用に関する重大 ネガティブ情報であっても、真実性・正確性が確認できない内に外部に漏らせば守秘義務違反になるからであるとしている。
⑶
　
一審の判決に対してＸが控訴。二審（名古屋高裁平成二三年四月一四日判タ一三五七号一五八頁）ではまず、事実認定の変
更があり、その上で一審同様に信認義務は れを否定し債 不履行責任を認めず、他方で情報提供義務違反 基づく不法行為責任（七〇九条）を認めた。この際二審は、①貸付人らは借入人から直接情報を取得できず、アレンジャーを介してしか情報を取得でき
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ないこと、②今回の情報は非公開情報であり通常貸付人らが独自に取得することは期待できないこと、③アレンジャーが情報を知りながら故意または重過失によってこれを貸付人らに知らせなかったことを義務違反の理由として る。なお、この際に高裁は情報の正確性・真実性は問題とならず、疑念の段階に留まるものであっても情報提供義務の対象となるとす また アレンジャーは借入人に対して、通常 守秘義務を負 いるが、金融機関がシ・ローン参加決定に必要 なるネガティブ情報に関しては、借入人 本来その様 情報を参加金融機関 秘匿することが許されないものであり、また借入人はそ 様な情報に関しては、シ・ローン組成依頼の際にアレンジャーから参加金融機関に開示さ ることを黙示的あるいは慣習上容認していると言えるため、アレンジャーには守秘義務が無いとした。
この結果に対してＹが上告した。【判
　
旨】
上告棄却法定意見「前記事実関係によれば、本件情報は、ＡのメインバンクであるＭが、Ａの平成一九年三月期決算書の内容に単に疑念を抱いたと
いうにとどまらず、Ａに対し、外部専門業者による決算書の精査を強く指示した上、その旨を別件シ・ローンの参加金融機関 も周知させた いうものである。このような本件情報 、Ａ 信用力についての判断に重大な影響 与えるものであって、本来、借主となるＡ自身が貸主となる被上告人らに対して明らかにすべきであり、被上告人らが本件シ・ローン参加前 こ を れば、その参加を取り止めるか、少なくとも 記精査の結果を待つことにする が通常の対応である いうことができ、その対応 とっていたならば、本件シ・ローンを実行したことによる損害 被る もなかったものと解される。他方、本件情報は 別件シ・ローンに関与していない被上告人らが自 知 ことは通常期待 得ないものであ ところ 前記事実関係 よれば Ｂは、本件シ
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ンのアレンジャーである上告人ないしその担当者のＥに本件シ・ローンの組成・実行手続の継続に係る判断を委ねる趣旨で、本件情報をＥに告げたというのである。
これらの事実に照らせば、アレンジャーである上告人から本件シ・ローンの説明と参加の招へいを受けた被上告人らとしては、
上告人から交付された資料の中に、資料に含まれる情報の正確性・真実性について上告人は一切の責任を負わず、招へい先金融機関で独自にＡの信用力等の審査を行う必要があることなどが記載されていたものがあるとしても、上告人がアレンジャー業務の遂行過程 入手した本件情報については、これが被上告人らに提供されるように対応することを期待するのが当然といえ、被上告人らに対し本件シ・ローンへの参加を招へいした上告人としても、そのような対応が必要であるこ に容易に思い至るべきものといえる。また、この場合 おいて、上告人が被上告人らに直接本件情報を提供したとしても、本件の事実関係の下では、上告人のＡに対す 守秘義務違反が問題となるものとは えず 他に上告人による本件情報の提供に何らか 支障があることもうかがわれない。
そうすると、本件シ・ローンのアレンジャーである上告人は 本件シ・ローンへの参加を招へいした被上告人らに対し、信義則上、
本件シ・ローン組成・実行前に本件情報を提供すべき注意義務を負うも と解するのが相当である。そして、上告人は、こ 義務に違反して本件情報を被上告人ら 提供しなかった であるから、被上告人らに対 不法行為責任が認められるというべきである。 」として情報提供義務違反による不法行為責任（七〇九条） 認めた。
なお、本判決には田原裁判官の補足意見が付されており、更に詳しい判示がなされている。田原裁判官によると、 情報のよ
うに、シ団参加の判断に重要な情報は借受 が情報提供義務を負うとした上で 「シ・ローンへの招聘を受けた金融機関 おいて参加の可否の判断に重大な影響を与えるべき事実を借受人が秘匿していることをアレンジャーが知った場合に、敢えてそ 事実を秘匿したままアレンジャー 業務を遂行し、その結果シ・ローン 参加者が損害を被っ 場合には、アレ ジャーは借 人 情報提供義務違反に加担したものとして、共同不法行為責任が問われ得るといえる」 。また、アレンジャーと貸付人は契約関係には無いが、
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「一般にアレンジャーとしてその相手方に対して提供が求められる範囲内において、誠実に情報を開示すべき信義則上の義務を負うものというべきであり、殊にアレンジャーがその業務の遂行過程で得た情報のうち、相手方が参加の可否を判断する上において影響を及ぼすと認められる一般的 重要な情報は、相手方に提供すべき」として情報提供義務を認めた。
更に、守秘義務に関して、一般的に金融機関は顧客に対して守秘義務を負っているが、 「しかし借受人が金融機関にシ・ローンの
アレンジャー業務を委託した場合において、その業務の遂行に必要な情報は、借受人とアレンジャーとの間で別段の合意がない限り、 当然に招聘先に開示されるべきものであり、 借受人はアレンジャーに対し 守秘を求める利益を有しないものというべきであ 」として 守秘義務を認めなかった。
以上により、Ｙに対して不法行為責任（七〇九条）が認められた。【研
　
究
）1
（
】
1　
本判決の意義
本判決は、近年その数が急激に増加 いるシンジケートローンにおいて、自身もシンジケート団
（以下、シ団とす
る）
の一人として貸付人も兼任するアレンジャーの情報提供義務を認めた点、 及び借入人の情報についてアレンジャー
が守秘義務を負わない場合があることを最高裁が初 て判断を下した点に意義がある。本稿ではまず、シ・ローンの概要を述べた上で、守秘義務及び情報提供義務の順で分析を行う
2　
シ・ローンの概要
シ・ローンとは「複数の銀行等金融機関がシンジケート団
（協調融資団）
を組成し、同一融資契約書に基づき同一
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条件
（貸出金利、期間等）
で信用供与を行う融資形態」である
）2
（
。
なぜこの様な融資形態が利用されるのかという理由については様々な主張があるが、少なくとも、シ団側の理由と
しては信用リスクの分散が挙げられる
）3
（
。
シ・ローンはアレンジャー、借入人、貸付人団
（シ団）
の三者によって組成されるが、その流れは大まかには次の
通りである。まず、アレンジャーと借入人との間で組成額や条件等についての聞取り調査がなされた後に、アレンジャーから貸付人等
（この時、まだシ団は組成されていない）
にシ
･
ローンの条件及び借入人の情報が提示されると共に
勧誘がされる。その後、貸付人等は提示された情報等を元にアレンジャーに対してシ団参加の是非について返答をし（この時点でシ団となる）
、借入人とシ団の間で再度契約条件の調整がされ、シ
･
ローン契約が締結されることとなる
）（
（
。
シ・ローンはＪＳＬＡ
（日本ローン債券市場協会）
による雛形があり、この雛形が広く使われているもの
の
）（
（
、約定の
内容は自由であり事案ごとに内容が異なる。例えば、①シ団の参加者と借受人との取引関係が無くとも良いジェネラルディールと、 それまで借受人との取引関係があった貸付人のみによって結成されるクラブディールがある
）（
（
。②また、
この他にも借受人の目標額について、アレンジャーが第一義的に確約するアンダーライ 方式と、目標額の確約は無く集まった金額だけを融資するベストエフォート方式がある
）（
（
。
①②はそれぞれ次元が異なるため、それぞれの組合せが存在する。本件シ
･
ローンは、事実認定においてＹと異な
りＸとＡとの従前の取引が認定されていない点、及び二審判決においてＹを通じてしかＸは情報を取得できないと認められている点から、ＸらとＡとの間にもともと取引関係の無いジェネラルディ ルであ 考えられる。
また、当初ＹとＡの間での組成目標額が一〇億円だったのが最終的に九億で実行されている点から、当初 組成額
三六四
をＹが確約しているとは言えず、ベストエフォート方式のシ・ローンでもあると言える。
この様なシ・ローンの各当事者の関係性は、まず、アレンジャーと借入人との間の関係はシ・ローン組成委託を内
容とする準委任関係とな
る
）（
（
。なお、アレンジャーは従前から取引関係にある金融機関、特に借受人のメインバンクが
務めることが多い
）（
（
。
次に、シ団と借入人の関係は通常 金銭消費貸借関係にある。但し、貸付はシ団として一つの貸付になるのではな
く、貸付人ごとの個別の貸付になる
）（（
（
。
最後に、貸付人とアレンジャーの関係であるが、ここには契約関係はないとされる
）（（
（
。
以上を前提として 本判決を見ると、本件において最も争いがあったの 、アレンジャーから参加金融機関への情
報提供義務の有無である。特に、アレンジャーは借受人との間でシ・ローン組成委託契約を結んでおり、シ・ローンの組成に当たって参加金融機関へ借入人の情報資料を交付す ために、借受人から会社の内部情報を取得している。この情報は組成委託契約によって取得している であり、アレンジャーには守秘義務が生じると考えられる。他方で、 守秘義務の対象となってい 情報は 参加金融機関にとってはシ・ローン参加の判断の為の材料ともなっていることから、参加金融機関への情報提供義務と借受人への守秘義務が対立することになる。この問題について、本事件の判決を分析するに当たって、まずはアレンジャーの守秘義務及び情報提供義務 ついて分析する必要があるだろう。
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3　
守秘義務
（銀行の機密保持義務）
法廷意見は「本件の事実関係の下では、上告人のＡに対する守秘義務違反が問題となるものとはいえず」としてい
るが、なぜ守秘義務は問題とならないのだろうか。最高裁は本件における守秘義務をどのように捉えているのだろうか。⑴
　
守秘義務の概論・根拠
守秘義務とは
（本稿では金融機関に限定して言及するため「銀行の秘密保持義務」と同じ）
、 「銀行がその職業上顧客との取
引およびこれに関連して知り得た顧客の経済状態をみだりに他に洩らさないこと」であ
る
）（（
（
。守秘義務の中には明文の
規定があるものもある一方で、銀行の守秘義務に関して言えば明文の規定が無くとも認められてい
る
）（（
（
。それでは、そ
の様な明文の規定 無い守秘義務がなぜ認められるのかというと、①金融機関との間での預金・貸付契約の中に含まれる付随義務で とする説、②銀行取引に伴う信 則 基づくとする説、③商習慣または条理として当然に守るべき義務であるとする説の三つが主張
さ
）（（
） （（（
（
れる。なお、守秘義務は銀行取引契約成立時から発生し、主として顧客が守秘
の必要の無いことを表明した時に消滅する
）（（
（
。
この、守秘義務は如何なる場合も必ず守られなければならないのかというとそうではなく 法令の規定 基づき公
権が発行された場合、銀行の利益を守るために債務不履行の顧客に対し訴訟を提起する場合 組織犯罪防止のために主務大臣に届出を行う場合、民事訴訟における訴訟外の第三者として開示を求められた顧客情報について、当該顧客自身が当該民事訴訟の当事者として開示義務を負う場合、弁護士からの照会があった場合 どにおいて例外的に守秘義務を負わないとされ
る
）（（
（
。これ以外にも、商慣習上の銀行間の信用照会制度や、金融グループ内における法人顧客の
三六六
情報共有についての議論がある。
本件では、特に訴訟の場面や、行政との係わりがあるわけではないため信用照会、金融グループ内の情報共有につ
いて特に検討してみた 。
ⅰ
　
信用照会制度
信用照会制度とは、銀行その他の金融機関において、顧客に関す 信用情報を相互に交換して営業上の便宜を図る
制度であ
る
）（（
（
。この信用照会は文書によるものと電話によるものがあ
り
）（（
（
、基本的には全銀協の通達によって統一されて
いるもの
り
）（（
（
、ギブアンドテイクの精神によって行われる、いわば紳士協定であ
る
）（（
（
。この際に、銀行以外の第三者
に情報を漏洩することは許されず、第三者に情報を漏洩することを目的として信用照会制度を用いることは許されないとされ
る
）（（
（
。またそれに加えて、銀行秘密とは銀行業界内部では秘密ではなく業界外部へは洩らさないという意味に
おいてま に「銀行秘密」なのであり、 「その様な意味において、銀行間の信用照会の慣行によって、銀行の守秘義務はかなりの程度せばめられている」という指摘があるよう
に
）（（
（
、銀行という業界の一種の組織性と情報の管理体制が
信用照会制度の前提としてあるのではないかと思われる。
信用照会制度において守秘義務が免除される理由としては、①顧客の商人としての公示事項に関するからであると
いう理由、②顧客の同意があるからであると う理由、③商慣習として認められるからであるという理由などが主張されてい
る
）（（
（
。尤も、①公示事項に関する場合はそもそも秘密に当たらないため守秘義務の対象とならないのは当然で
あ
る
）（（
（
。②に関しては、明示的な同意が無い場合にどうするのか問題となるが、これについては、信用照会制度は公益
の観点から「金融界で一般に行われている慣行」 り、 反対の意思表示をしない限り黙示の同意があった 擬制 、
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通常であれば原則的には顧客の同意があればその情報を他の銀行に開示できるとするところを、顧客の反対の意思表示があればその情報を他の銀行に開示しないというように、原則例外を逆転させてい
る
）（（
（
。ただし、この説明には批判
があ
る
）（（
（
。③商慣習から認められるとする説では、守秘義務免除を顧客の同意ではなく、商慣習にその合理性を求める
とされる
が
）（（
（
、しかしこの説でも顧客から明示的に反対の意思表示があれば認められないと思わ
れ
）（（
（
、結局は守秘義務免
除には同意を必ず要し、原則的に明示 同意は不要という②説と同じ結論に至りそうである。
ⅱ
　
金融グループ化
他方、金融グループ内の情報共有とは、金融機関等における持株会社の設立や、会社分割制度が設立されたこと、
そして非金融機関が金融機関の主要株主になるという金融機関への異業種参加の活発化していることに伴い近年議論が進んでいる問題であ
る
）（（
（
。金融法務研究会報告書では企業顧客の情報と個人顧客の情報を区別した上で、個人顧客に
関してはプライバシー権などの人格権 観点から問題が論じられるのに対して、企業顧客の場合にはあくまでも経済的利益を守るためのものであり、契約の問題で るとさ
る
）（（
（
。その上で、情報の質によって取り扱いが分けられる。
すなわち、企業の評判 低下など経済的な損失に繋が 情報に関しては情報漏えいが許されず、 うではない情報、つまり企業の評判や営業の秘密に関係する情報でなければ提供しても問題 無いとす
る
）（（
（
。なお、 「財務等に関する情
報で、商法や証券取引法あるいは証券取引所のルールに基づき公開企業であれば公開されるべきものであれば、顧客企業がたとえその情報を商 等に反して秘密にしていても、金融機関が を第三者 伝えたから って 金融機関に対し異論を申し立てることは出来な
い
）（（
（
」。また、当該情報が企業の評判や企業秘密に係わるものであっても、情
報の管理体制 あり、第三者自身によ 当該情報 利用によっ 企業顧客に不利益が生じないようであれば、第三
三六八
者への情報提供も認められうるともしている
）（（
（
。
以上のことから、組織内部での機密管理及び企業顧客の不利益にならないことが保証される体制であれば、グルー
プ内での情報共有も許されうると考えられる。なお、上述のように、企業顧客の場合には契約の問題であるから顧客の同意があれば守秘義務は免除されうると考えられる。ただしこの場合 原則的に同意が無ければならないという点で、信用照会制度と逆になろうか
）（（
（
。
ⅲ
　
ま
　
と
　
め
以上のことから、 上記二つ いずれの場合においても守秘義務の免除には顧客の同意は不可欠であると考えら 。
ただし、同意を原則とするのかそれとも例外とするのかで違いが生じ グループあるいは組織内で 情報共有に限定するのであれば、情報の機密性・管理体制を前提として同意を例外としていると考えられないであろうか。⑵
　
本事例の検討
本件においては、まずアレンジャーであるＹもシ団の一員として貸付に参加している点に注意する必要がある。す
なわち、Ｙはアレンジャーである前にシ団という組織の一員としての地位を有しているのであ 。このことを前提として本件の守秘義務に目を向けると 補足意見において「そ 業務の遂行に必要な情報は、借受人とアレンジャーとの間で別段の合意がない限り」と述べていることから、情報を外部に開示することにつき原則的に同意を要さず、例外的に別段の合意によって守秘義務の対象 な とも読める。そうすると、原則的 守秘義務の対象と らないという根拠が必要 あろう。その根拠は一体何であろうか。これ 関し は、信用照会制度や金融グループ内 情報共有同様、シ団の組織性及び組織内における情報 機密性・管理体制から、顧客 同意の ・例外 逆転させてい と
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考えられないであろうか。すなわち、シ・ローンにおいては、アレンジャーから各金融機関にシ・ローンの案内をする際に、守秘義務契約書がインフォメーションメモランダムの一部として提示され、 はこれに記名・捺印してアレンジャーに差し入れるのが一般的であるとされ
る
）（（
（
。なお、契約はアレンジャーと各金融機関の間でなされる
ものであり、その内容として、情報 目的外利用の禁止や開示譲歩漏洩禁止義務などがあ
る
）（（
（
。この様に、シ団を組成
する段階 参加金融機関に情報の守秘を義務付けるなど、 借入人の情報の管理を徹底していることから情報の機密性 ・管理体制が窺え、これ より顧客の同意の原則・例 を逆転させていると考えられないだろうか。
尤も、Ｙは借入人との間のシ団組成契約
（準委任契約）
を結んでいることから、この契約によって生じる守秘義務、
すなわち、アレンジャーとしての地位のみを切出した場合の守秘義務も負っている。しかし がら、これについては認定事実より シ・ローンの組成・実行手続き 継続 是非につき判断を委ねる趣旨で、借入人の代表であるＢからＹに対して本件重要情報の提示がなさ ている。こ ことより、ＢはＹからＸらへの情報 開示につき黙示的に同意をしていると見ることができるのでは いだろうか また、そうでなくとも、Ｙがシ団 一員として貸付業務を行うこと 認識している以上、何らの留意もして ない場合には、貸付人のシ団内部での守秘義務免除 範囲内でアレンジャー しての守秘義務を免除してい ということはできないだろうか。
4　
情報提供義務
一方、情報提供義務について最高裁はどのように判断しているのであろうか。これについて、法廷意見は①対象と
なる情報が「借主となるＡ自身が貸主 な 被上告人らに対して明らかにすべき」情報であるという事 述べた上で、
三七〇
②この情報が信用判断にとって重要であり、③Ｘらがこの情報を入手することは通常期待できないという事情の下では、アレンジャーはアレンジャー業務の過程で入手した信用判断にとって重要となる情報をシ・ローン参加金融機関に提供する義務があるとしている。本件においては インフォメーションメモランダムには借受人に関する情報の正確性は保証されておらず、参加者は自分の責任で必要な情報を収集する必要がある旨記載があるが、最高裁はそれでもアレンジャーは情報を提供する義務があると判示している。この様に、基準は示されている 具体的な根拠は示されていない。
なお、本件では、田原裁判官による補足意見が付されており、さらに詳しい説明がされている。田原裁判官の補足意見では、まず金融機関に融資を申し込む者の一般的な義務が述べられている。すなわち、 「一
般に、 金融機関に融資を申し込む者は、 その申込みに際して誠実に対応すべき義務を信義則上負っているものといえ」その義務に違反して金融機関に損害を与えた場合には不法行為責任を負うというのである。その上で、①共同不法行為構成と②アレンジャー独自の信義則に基づく不法行為構成という二つの理論構成によってアレンジャーはシ団に対して情報提供 を負うとしている。
田原裁判官によると、アレンジャーは借入人との間でシ団組成の委託を受けており、両者の間には準委任契約があ
るという。その上で、アレンジャーはこの準委任契約によって借受人に対して善管注意義務を負っ いるのであり善管注意義務の一環として借入人に対 情報を開示するように助言する義務あるい 借入人が助言 応じない場合にはシ団の組成契約を解除するべきである そして、その義務に違反した場合には借入人の情報提供異義務に加担したとして共同不法行為責任を負うのであ
る
）（（
（
。その上で、アレンジャーは、①シ
･
ローン参加の可否の判断
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に重大な影響を与える情報を借入人が秘匿していることを知っており、②情報を秘匿したままアレンジャー業務を遂行し、③貸付人達
（シ団）
に損害が発生したという三つの要件を充足した場合に共同不法行為となり、損害賠償責任
が生じるとしている。②の要件に関しては、本判決の事実より考えるとアレンジャーは秘匿について故意である必要は無く、軽過失の場合も含まれると考えられる。これが二つの理論の内の一つである。
もう一つの理論はアレンジャー独自の立場からの情報提供義務である。その構成は信義則によるのであるが、なぜ
信義則上の義務を負うのか、また何が情報提供義務によって開示する情報の対象となるのかははっきりしない。情報提供の対象に関しては、最初に本判決の訴訟当事者となっていないＡの情報提供義務につい 一般論を述べた上で、①共同不法行為構成と②信義則に基づく不法行為を並列して論じていることから①共同不法行為同様に借入人が開示すべき情報が対象となる 考えられる。
この様に、田原裁判官によって詳しい説明がされてはいるが、法廷意見同様に情報提供義務の根拠を具体的に示す
には至っていない。法廷意見及び補足意見
（共同不法行為構成・信義則構成）
共に、Ｙが何らかの根拠に基づいて情報
提供義務を負うことを前提として、その基準の定律を行っている。しかしなが 、そこで示された根拠は「信義則」という少々抽象的なものである。そこで、より具体的な根拠を導き出せないか。わが国にお ては、情報提供義務に関しては多くの議論が されており、とりわけ情報提供義務の区分に関しては くつかのものがあ
る
）（（
（
。ただし、本稿
では上述の通り、その中でも情報提供義務の根拠に着目して検討 したいと思う。⑴
　
公平な交渉力の観点からの情報提供義務
情報提供義務が最初に論じ始められたのは、一九六〇年代のことであり、契約締結上の過失 一環として論じられ
三七二
ており、情報提供義務独自の問題としては論じられていなかったという
）（（
（
。
その様な中で、フランス法を参考に合意の瑕疵の理論が提唱され
る
）（（
（
。これは、それまで主として契約締結上の過失
の問題として論じられていた情報提供義務を既存の明文の規定によって、すなわち詐欺や錯誤、脅迫といった合意の瑕疵 ようとし ものである。その際には、そ までの合意の瑕疵の議論では情報提供義務を捉えきれないとして、 「沈黙による詐欺」の理論や錯誤法理 適用において相手方の行為態様を重視し表意者の意思を捉えることによる、合意の瑕疵の拡張が図られている。
その後、日本で情報提供義務が問題となる裁判例が多発したが、その際の救済方法は合意の瑕疵による取消ではな
く、不法行為に基づく損害賠償が多く見 た。その様な裁判例に着目し、情報提供義務違反による不法行為と合意の瑕疵の関係性の研究が試みられるようになる。その結果、情報提供義務違反による不法行為と合意の瑕疵の根底には共通して「情報環境整備」の問題があるということが主張され
る
）（（
（
。これによって、意思決定の結果ではなく、意思
決定の過程、すなわち自己決定権や選択の機会の付与といった視点が着目されるよう なった。
自己決定権を詳しく説明すると以下のように言えるであろう。すなわち、人が契約によって責任を負うの 、自分
の意思で責任を負うことを決めたからである。しかしながら、不十分な情報によって判断を行う場合、そ は果たして自分の意思で決めたと言えるであろうか。十分な情報を知っ いたならば契約をすることは無く、責任を負うことも無かったというのであれば 不十分な情報下 下した判断は自己 意思に基づく とは言い難い。さらに、取引が自己にとって有利か不利かということの判断も に行うこ できず、情報劣位者にとって不利な取引が行われる可能性がある。そのため、情報優位者は情報劣位者が十分な情報環境下で判断を行えるように、すなわち 情
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報劣位者の自己決定権の保護のために十分な情報を与える必要性があるということであ
る
）（（
（
。尤も、自己決定権は第一
義的には決定過程を保護する観点に立つものであるとされる
）（（
（
。
しかしながら、民法は本来、私的自治が支配する領域であり、自己責任が原則である。そうすると、情報収集も当
然自己責任ということになり、自己決定権 観点から相手方に情報提供義務を課すにはその根拠が必要になる。そこで、近年ではなぜ相手方には情報提供義務が課されるのかということについて、市場原理から 接
合
）（（
（
などの点から説
明が試みられている。
市場原理との接合とは、選択自由・決定自由の保障のための自由競争市場の健全化という点から、自己決定権の観
点からの情報提供義務を正当化するものであ 市場の機能不全が典型的に現れるのが、市場参加者 十分な情報提供されていないために情報格差が存在する場合と 交渉力格差によって一方当事者が自己に有利な条件を以て交渉をすることが期待できない場合 あ
る
）（（
（
。この場合に、情報格差・交渉格差を是正し市場参加者の自由な選択や決定の
基盤 確保する役割として働くのが情報提供義務であるとされる
（当事者間で情報・交渉リスクの転換がなされることによ
り当事者が対等とな
る
）（（
（
）。ただし、この様な情報・交渉リスクの転換は、対等当事者間での自由な取引の要請だけでは
正当化できず、市場参加者の市場における役割、他の参加者 信頼保護の必要性、法と経済学 観点から リスク分配などの視点から正当化されると う
）（（
（
。
また、近年では自己決定権以外の観点、すなわち専門家責任からの説明が試みられてい
る
）（（
（
。専門家責任とは、現代
社会は役割の分業 が進む一方で、専門性が増してい ことから、専門知識を持たない者はどうしても専門家に依存する必要が生じる一方で、専門家は自己の有する専門知識 よって事業を行い、収益を得ているという関係において、
三七四
専門家に対しては社会的信頼が寄せられており、その信頼に応えるために専門家には説明義務が課されているとするものであ
る
）（（
（
。なお、この専門家責任は、情報格差の是正や自己決定権確保の場面以外での情報提供義務の際にも根拠
となるとされ
る
）（（
（
。尤も、これも当事者の関係性によって役割が異なるのではないかと思われる。すなわち、専門家が
リスク・利益のやり取りの相手となる場合
（例えば専門家を売主とする売買契約）
にはまさしく情報提供義務の根拠とな
るが、それ以外 場面、例えば専門家は専ら相手方の利益のために行動する関係、つまり協力関係がある場合では、情報提供義務自体はそ 協力関係によって根拠付けられ、専門性は情報提供の程度の基準としての役割 なるのではないだろうか。⑵
　
法的根拠の分析
ⅰ
　
公平の観点からの情報提供義務への当てはめ
本判決の情報提供義務はこれまで議論されてきた情報提供義務とはどの様な関係に立つのであろうか。本件の情報
提供義務がこれまでの議論されてきた情報提供義務に当てはまるためには二つ 点のいずれかをクリアしなければならない。すなわち、①リスク移転関係・交渉関係
（一方当事者が他方当事者を情報の優位性を以て食い物にするような関係）
と②専門家性である。まず、①リスク移転関係について見ると、ＸＹはリスク移転関係に該当しないと考えられる。本件においてＸとリスクと利益のやり取りを行うのは借入人 るＡであり、Ｙとの間ではＸはリスクと利益のやり取りをしていない
（Ｘがリスクを押付けられることによってＹが利益を得るわけではな
い
）（（
（
）。法的には、ＹはＡとの間で準委
任契約があるため、Ａ側の人間であるとしてＸと対立関係にあるようにも見えるが、Ｙはシ団の一員としてＸら 共に運命を共にしていることを考えると、 むしろＹはリスクと利益という点ではＸ側 立 い と言える。そ ため、
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公平の観点に基づく情報提供義務は本件には当てはまらないと考えられる。
次に②専門家性について見ると、今回の判決において専門家は金融機関であるＸ及びＹである。つまり、従来の情
報提供義務で想定する専門家─非専門家という構図 成り立たない。専門家間でのプロ対アマという考え方も考えられるが、本件には当てはまらないと考えられる。なぜなら、アレンジャー シ団との間の情報格差は、専門的な知識や経験によって生じるものではなく、偶々取引関係にあったが故に生じるものに過ぎないからである。仮に、Ａと取引関係にあったのがＸの内 いずれかの銀行であり、その銀行がアレンジャーを務めＹは単なるシ団の一員に過ぎないという状況であったならば、情報提供すべきはＹではなくアレンジャーを務め Ｘというこ になるだろう つまり、偶然Ａと取引関係にあったがために情報を多く有しているので て、そこに専門性は無いと言え だろう
）（（
（
。
ⅱ
　
協調関係に基づく情報提供義務の可能性
それでは、判例の言う情報提供義務の根拠をどのように捉えたらよいだろうか。情報提供義務が課される場合とし
ては、相手方の利益のために行動するような場合が考えられうる。この様 協調関係からの情報提供義 は、助 義務として論じられることが多
い
）（（
（
。そこでは、 「契約は共同の利益を追求する協働行為である、という側面を強調すれ
ば
（そのような場面があることを否定できない）
、助言義務も理解できる。一方当事者が専門知識を持ち、他方当事者が
それを信頼し 行動するタイプの契約においては、助言義務を認めるべきだろう」として医療契約など 委任契約が例として出されてい
る
）（（
（
。確かに、契約には、食うか食われるかという関係の契約だけでなく、専ら相手方に利益のた
めに行動する契約もある。そうであ ならば、一方当事者が専門家であり、一方的に利益を与 るタイプの契約だけでなく、互いに利益を与え タイプ、すなわち団体的あるい 集団的に行動し 集団の利益を通して互いの利益を
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る形態の契約にも同じように助言義務が認められ、延いては情報提供義務も認められるのではないだろうか。そのような意味では、専門性は寧ろ義務の範囲を確定させる要因
（信頼の程度を測る物差し）
として作用するのであって、互
いの利益を図るという関係性、そしてそれに伴う信頼が情報提供義務や助言義務を基礎付けるのではないかと考えられる。このことは以下の通り、委任の規定より明らかにすることができるだろう。
近年、フランチャイズ契約における本部から加盟店への報告義務
（報告義務と情報提供義務の関係については後述す
る）
を認める判決
（最判平成二〇年七月四日判
決
）（（
（
）
が出された。この判決で報告義務の根拠とされたのが委任の規定
（民
六五六条、六四五条）
である。委任において報告義務が認められるのはなぜだろうか。委任は、委託者の代わりに受託
者が事務処理をすることを目的 す 契約であり、役務提供契約の一種であ
る
）（（
（
。ここで、事務の内容については、専
ら委任者または第三者の利益のためのもの あることが必要であ
り
）（（
（
、このことは委任の性質上認められることであ
る
）（（
（
。委任の規定には六四五条で受任者の報告義務が定められており、これは善管注意
（民六四四条）
に由来する
ものであると解されてい
る
）（（
（
。善管注意による委任事務が行われているのか、委任者が報告を求めた場合には受任者は
応えなければならないというものであ
る
）（（
（
。善管注意義務に由来するということは、その根拠は善管注意義務に求めら
れそうである。では善管注意義務は何を根拠に認められ で ろうか。
善管注意義務というのは一見すると、委任の目的と矛盾するものである。なぜなら わが国においては、委任は無
償が原則であり
（民六四八条一項）
、委任は原則的に対価も無しに委任者の利益のみを目的とする契約であると言うこ
とができる
が
）（（
（
、そうであるならば、受任者の過失は軽減されてしかるべきだからである。しかしながら、六四四条は
無償・有 に関係なく、受任者に善管注意義務を課している。こ 理由としては、委任 おける信頼関係が挙げられ
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てい
る
）（（
（
。すなわち、委任者は受任者を信頼して事務の委託をしているのであるから、受任者もその期待に応えるべき
であるという理由であり、これは有償・無償とは無関係な問題であるとされる
）（（
（
。
以上のことから、報告義務も基本的に善管注意義務同様に委任者の信頼を根拠として認められると言えるだろう。
しかしながら、これはあくまでも委任者が能動的に報告を求めた場合である。報告義務ではさらに受任者が自ら報告をする義務
（積極的報告義務）
が認められる場合がある。それは、委任者の利益のために必要がある場合であ
る
）（（
（
。報告
義務と情報提供義務は必ずしも一致する のではないとも思えるが、実際には報告義務は情報提供義務の中に含まれると考えられ
る
）（（
（
。すなわち、情報提供の範囲は事案によって異なるのであり、広い場合もあれば狭い場合もある。報
告義務はそのような情報の内の事務処理の状況という、委任関係において必要となる最小限の情 に限ったものであると言え だろう。
この様に、助言義務も報告義務も情報提供義務の一部であり、それらの義務を根拠付けるのは、相手方の利益のた
めに行動するという協調関係及びその関係性から生じる信頼であると考えられる。助言義務 報告義務では 報提供の範囲や対象が異なるが、これは当事者
（医療契約などの専門関係）
や当事者間の契約内容によって程度が左
右されているだけであり、根本は同じであると言えるのではないだろうか。そうすると、公平な交渉力の観点から情報提供義務が主に契約交渉の場面、すなわち、契約締結前に問題となるのに対し
て
）（（
（
、相手方の利益のための行動に
基づく情報提供、 うなれば協調関係に基づく情報提供義務は専 契約後に問題となると考えられる。例えばコンサルタント等はこれに含まれると考えられる
）（（
（
。なお、 公平の観点からの情報提供義務と協調関係からの情報提供義務は、
前者が公平な交渉力を目的とす のに対して、後者は相手方の利益を図るこ を目的と ことから、自ずと求めら
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れる義務の程度に違いが生じると思われる。
以上のように、協調関係に基づく情報提供義務とは、信認義務や委任関係など、当事者が特定の目的のために協調
する場合に見られると考えられる。
それでは、本判例は上記の協調型の情報提供義務には該当するであろうか。シ・ローンにおいて、シ団員に関係す
る協調関係を見出せ のはシ団内部においてである。すなわち、シ団員全体でシ・ローンから生じる共通の利益を求めているという点において、シ団員は互いに協力していると言え、団体の一員として団体の利益を求めていると言える。しかしながら団体であることから即座 画一的な情報提供義務が導き出される は言い切れない。前述のように、協調関係におけ 情報提供義務は、相手方を利するためのものである。何が利益と言えるのかは非常に難しい問題であるが、団体 関して言えば少なくとも組織の目的の達成は各団体員にとっての利益と言え の はないだろうか。シ・ローンにおいてはシ・ローン契約書の内容から、シ団の団体性を窺うこ がで
き
）（（
（
、その際の団体の目的は、団体
として一つの利益
（シ・ローンの成功）
を協力して達成する関係であると言えるであろう。そして、その様な目的の達
成のために特に、貸付人らは信用情報の共有を義務付けられてい
る
）（（
（
。これらの団体性及びそれに基づく義務は契約に
よって認められてい これ 単に契約を機に顕在化しただけであり、 及び何らかの法的拘束力はシ団組成時から既に生じていると考えられ
）（（
（
、完全に同一ではないにしてもシ・ローン契約締結前でも必要な範囲での権利義務、
特に情報の共有義務は、協調 つまり組織の利益の観点から課さ ていると考えられる
）（（
（
。
団体性に基づいて情報提供義務が認められるとして、 アレンジャーはシ団にとってどのように位置付けられるのか。
そもそも、アレンジャーは借入人と準委任関係にあるのであって、シ団とはそ ような関係は無 すなわち、アレ
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ンジャーと借入人の間では、シ団組成とその対価としてのアレンジメント料の支払いという形で互いに互いを利する関係、つまり協調関係がある一方で、アレンジャーとシ団の間には契約関係が無いのは勿論のこと、 利益のやり取りも無く協調関係も見られないの ある。関係性を端的に表すと、アレンジャー及び借入人によって組織される集団対シ団ということになろう。しかしながら、これはアレンジャー 地位だけを切り取って見た場合に言えることである。本件のように、アレンジャーも貸付人としてシ団に加わっている場合には見方が変わってくる。すなわち、シ団内の貸付人の一人として情報提供義務を負う可能性が考えられるのであ 。一見、アレ ジャーはアレンジャーとして借入人の情報を収集して としてシ団に情報を開示しているよう えるが、アレンジャーも貸付人の一人である場合にはこの見方は疑わしい。というのも、アレンジャーとなるのはメインバンクや従前から取引関係にある金融機関が多
く
）（（
（
、
（シ団組成前の）
貸付人として借入人の情報を取得していると考えられるからである。そ
うすると、アレンジャーとなる貸付人が、シ団内の貸付人の一人として情報を共有す ことを義務付けられていると言えるだろう。なお、この考えではアレンジャーとしての地位は貸付人に付属す 属性の一つに過ぎない。つまり、アレンジャーが貸 も行うの はなく、 アレンジメ トも行うの ある。もっとも、貸付人 候補となる金融機関はメインバンクではない とが通常であり、情報を十分に有しておらず、また、借入人へ 直接の質問が制限され、情報取得はアレ ジャーを通じて行うことが多いため アレンジャーか 情報に頼らざるを得ない も言える
）（（
（
。その結果として、アレンジャーも務める貸付人に情報が偏り、一方的に情報提供義務が課されることになるが、
これはあくまでも情報偏在の結果であり、アレンジャー ることから直接的 導き出さ も はない 考えられる。
三八〇
なお、仮にＹがアレンジメントのみを行い、貸付を行っていなかった場合は、ＹとＸらの間にリスク移転関係が観
念できる（ＹはＸらと借入人との間の契約が成立することで仲介料を取得できるため） 。その際には、情報提供義務を認めるにはＹに対しての十分な信頼が必要であり、Ｘと借入人との間の交渉力が公平になる程度まで情報を提示する義務が発生す と考えられる。尤も、Ｙはアレンジャーとしての守秘義務 負うことから、情報提供の範囲は本件のように、Ｙが貸付も行う場合に比べると狭くなるの はないか思われる。⑶
　
判例の評価
以上のことから判例の評価をすると、まず結論に関しては妥当であると思われる。なぜなら、本件で情報提供の対
象となった情報は借入人の粉飾 関するものであり、貸付に際しての最重要情報であ この様な情報はシ団という組織の存続に係わるものであり、知っていたのであれば当然にシ団内で共有すべき情報であ 思われる。それ故、この様な情報を知っていたにも拘らず提供しなかったＹ は情報提供義務違反が認められて当然 あると考えられる。
次に、理論構成については、Ｙのアレンジャーとしての地位だけでなく、シ団の一員としての貸付人の地位にも着
目した理論構成がなされるべきではなかったかと思う。これまで論じてきたとおり、本件においてはアレンジャーしての情報提供義務を導き出すのは難し 。寧ろ、Ｙがシ団 属していること、す わち、団体の一員であることから生じる情報提供義務にも言及すべきであったと思われる。⑷
　
不動産仲介との相違
なお、アレンジャー業務は法的には商事仲立ちであるとされるが
）（（
（
、同じく仲介事例である不動産仲介
）（（
（
事例を参考に、
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アレンジャーの情報提供義務に更なる分析を加えて見たいと思う。
不動産仲介における、委任契約関係に無い当事者への情報提供義務は、判例上は昭和三六年最高裁判決により認め
られている
）（（
（
。
一方、学説では、①宅建業法を根拠とする説、②報酬を根拠とする説、③社会的信頼を根拠とする説の三つの説が
唱えられている
）（（
（
。
①宅建業法を根拠とする説は、特に宅建業法三一条、三五条から情報提供義務を導く説である。三一条は宅建業に
おける信義則、三五条は宅建業者の告知義務を定めたものであるが、いずれも宅建業者への信頼、特に専門性に対しての信頼をその根拠としている
）（（
（
。
②報酬を根拠とする説は、業者に対して非委任者から一定報酬が支払われているこ を根拠として、情報提供を義
務付ける説であ
る
）（（
（
。しかしながら、報酬請求ができることと注意義務を負うことは法的に密接不可分な関係にあるの
か疑問であ
）（（
（
。
③社会的要請を根拠とする説は、東京高判昭和三二年一一月二九日
（下民集八巻一一号二二一九頁）
において言及さ
れたものであり、仲介業者はその専門性によって契約関係に無い第三者からの期待と信頼を寄せられており、仲介業者はその期待と信頼を以て、業者の介入に信頼して取引をなした第三者に対しても、信義則上の注意義務を負うとされ、この判断は前述最高裁昭和三六年五月二六日判決によっ 正当と是認されている
）（（
（
。
以上、三つの学説であるが、①説と③説はいずれも、宅建業者・仲介人の専門家性とそれに対する第三者からの
信頼であると言え、同じであると考えられる。 ため、不動産仲介人が契約関係に無い委任者の相手方
（非委任者）
三八二
に対して情報提供義務を負うのは、報酬あるいは専門性に基づくと考えられるが、上述のように、報酬と情報提供義務を密接不可分なのもとして考えるのには慎重であるべきだろう。故に、不動産仲介業者は専門性と信頼に基づいて情報提供義務を負うと考えられる。
それでは、不動産仲介における情報提供義務の理論は、同じく仲介の事例であるシ
･
ローンにも当てはまるだろう
か。不動産仲介では、仲介業者 専門性とそれに対する信頼が情報提供義務の基礎 なってい と考えられるが、上述のように、そもそもシ
･
ローンにおいてはアレンジャーとシ団の間には専門家・非専門家という関係性は無いので
はないだろ か。 のため、 不動産仲介における情報提供義務の理論はシ
･
ローンには当てはまらないと考えられる。
なお、不動産仲介においては、仲介業者の報酬請求権は、仲介業者の媒介によって当事者間に契約が成立した際に
請求でき、その際の報酬は仲介委任者から支払われる
（不動産仲介は民事仲立であ
る
）（（
（
）。つまり、仲介業者は買受人に十
分な情報を提示せずに契約を成立させることによって利益を得られる構図になっており、これは、仲介業者は直接の契約関係に無くとも委任者を介して非委任者との間でリスク・利益のやり取りを行 いると言えるのではないだろうか。すなわち、 広い意味で不動産仲介も公平の観点からの情報提供義務に含めることも可能で ないかと思われる。
尤も、本件シ
･
ローンにおいても仲介料の支払いはあるが、前述のように、Ｙもシ団に加わることで最終的な利益 ・
リスクの対立はＹを含めたシ団と借入人 間に存在するこ なるため、いずれにせよ不動産仲介の理論は本件には当てはまらないと考えられる。
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5　
守秘義務と情報提供義務の関係性
最後に、守秘義務と情報提供義務という一見相反する義務の関係性はどのように理解すればよいのであろうか。本
判決について見てみると、まず情報提供義務について、Ｙは確かにアレンジャーであるためＡ側の人間であり、一見Ｘらと対立構造になっている。しかしながら、本件ではＹはアレンジャーである前に貸付人の一人としてシ団に加わることが予定され いる
（あるいはＹこそが本件シ団の最初の一人であり要であると言っても過言ではない）
。そうすると、
裁判ではアレンジャーとしての地位が強調されているが、シ団内部の貸付人の一人として団体性故にシ団構成員に対して情報提供義務を負って ると考えられる。同様に守秘 関し も団体性 観点から説明可能である。すなわち、本来であれば守秘義務の免除のためには顧客の 意を要する。しか ながら、シ団は融資事業に限定した団体性を有しており、また今回参加したのが金融機関のみである事 考え と情報の機密性が確保されており、また本件情報は法廷意見が言うように本来は開示されるべき情報である。このことから、信用照会制度や金融グループ同様に、顧客の同意を要するという原則が例外となり、同意を要さないという例外が原則となるのである。
この様に、情報提供義務及び守秘義務共にシ団の団体性から説明が可能であり、両者の関係性はどちらも団体性を
根拠とする表裏関係にあると考えら る。
（
1）本判決に関する文献として、大篠智子「判批」銀法七五九号一二頁、大西邦弘「判批」法時八五巻一一号九七頁、川口恭弘「判批」民商一四八巻一号九六頁、久保田隆「判批」ジュリ一四六六号〔重判平成二五年〕八五頁、栗原由紀子「判批」青森法政論叢一四号一五三頁、坂井豊「判批」ＮＢＬ九九一号八頁、道垣内弘人「判批」リマークス四八号六頁、奈良輝久「判批」金判一四二六号八頁、早川結人「判批」名法二五四号六二九頁、樋口孝夫「判批」銀法七六一号三六頁、本田正樹
三八四
「判批」ジュリ一四六六号〔重判平成二五年〕八五頁、森下哲朗「判批」金法一九六八号六頁、渡辺達德「判批」金法一九二九号一八頁、山梨良太「シンジケート・ローンにおけるアレンジャーの責任─情報提供義務と守秘義務の関係について─」
 
立命館法政論集一一号二〇三頁などがある。なお、一審に関する文献としては近江幸治「判批」判時二一一四号一七〇頁、二審に関する文献としては、浅井弘章「判批」銀法七三七号四頁、大垣尚司「判批」金法一九二一号五八頁、小塚荘 郎「判批」金法一九二五号二五頁、佐藤正謙ほか「 〈座談会〉アレンジャーの情報提供義務と今後の実務影響─名古屋高裁シ・ローン判決を契機として」金法一九二五号三四頁、高部眞規子「判批（上） （下） 」金法一九三四号三二頁・一九三五号九〇頁、松田和之「判批」一九二五号六二頁、森下哲朗「判批」銀法七三二号五頁、吉田光碩「判批」リマークス四六号六六頁などがある。
（
2）小谷範人『シンジケートローン市場構造と市場型間接金融』 （溪水社、二〇〇九年）四頁。
（
3）神田秀樹・神作裕之編『金融 講義』 （岩波書店、二〇一三年）二一九頁。
（
（）詳しい組成過程については、神田ほか編・前掲注 （
3） 二二三頁以下、坂井豊・副島史子監修『最新
　
シンジケート・ロー
ン契約書作成マニュアル〔第二版〕 』 （中央経済社、 一四年）三六頁以下、平野英則『よくわかるシンジケートローン
　
組成と参加のプロセスと実務』 （金融財政事情研究会、二〇 七年）八 以下で論じられているので、詳しくはそちらを参照されたし。
（
（）神田ほか編・前掲注 （
3） 二二二頁。
（
（）神田ほか編・前掲注 （
3） 二一六頁。
（
（）坂井・前掲注 （
（） 九頁。
（
（）神田ほか編・前掲注 （
3） 二二三頁。
（
（）神田ほか編・前掲注 （
3） 二一四頁。
（
10）神田ほか編・前掲注 （
3） 二一 頁。
（
11）神田ほか編・前掲注
3） 二二五頁。
（
12）西原寛一『金融法 法律学全集五三巻） 』 （有斐閣、昭和四三年）七七頁。
（
13）升田純「守秘義務の機能と裁判例（
1）─情報開示の義務・要請との衝突の事例を中心に」 （ＮＢＬ、二〇〇九年）一〇頁。
三八五
民事判例研究⑵（中山）
（
1（）安原米四郎『銀行業務の諸問題（銀行実務口座第一四巻） 』 （高陽堂、昭和三一年）三一一頁。
（
1（）なお、これ以外にも人格権やプライバシー権を根拠とする守秘義務が示唆されている（河本一郎「銀行の秘密保持義務」金法七四四号、四頁） 。しかしながら、人格権やプライバシー権はあくまでも個人顧客の場合の根拠であって、本件のように企業顧客の場合には根拠にならないと考えられる。
（
1（）安原・前掲注
1（） 三二一・三二三頁。
（
1（）澤重信「銀行の守秘義務」銀法四六頁。
（
1（）大西武士「銀行間信用照会制度と守秘義務」判タ八一七号、三八頁。
（
1（）大西・前掲注 （
1（） 三九頁、山田卓生「銀行への信用照会における不正確な回答と不法行為」ジュリ一〇五七号、九六頁。
（
20）大西・前掲注
1（） 三九頁、菅野佳夫「銀行の守秘義務と信用照会制度」判タ六五二号、八九頁。
（
21）山田・前掲注
1（） 九四・ 五頁。
（
22）大阪地判平四・六・二五（判タ八一四号一九七頁、判時一四七二号九四頁） 。
（
23）河本・前掲注
1（） 一二頁。
（
2（）大西・前掲注 （
1（） 四〇頁。
（
2（）大西・前掲注 （
1（） 四〇頁。
（
2（）河本・前掲注 （
1（） 一二頁。
（
2（）岩原伸作「銀行における顧客の保護」 （金融取引法大系第 巻金融取引総論、有斐閣、昭和五八年）一六五頁。
（
2（）大西・前掲注
1（） 四〇頁。
（
2（）田中誠二『新版
　
銀行取引法
　
再全訂版』 （経済法令研究会、昭和五四年）三六〜四二頁によると、信用照会はイギリスに
おいて商慣習上認められるものであるとするが、回答範囲は顧客の同意によって変動することを ると、例えば、商慣習説によっ も明示的な反対があれば情報の開示は許されないのではないかと考えられる
（
30）金融法務研究会『金融機関のグループ化と守秘義務〔金融法務研究会報告書（
（） 〕 』 （金融法務研究会、 平成一四年）一頁。
（
31）金融法務研究会・前掲注
30） 四七頁。
（
32）金融法務研究会・前掲注
30） 四八頁。
三八六
（
33）金融法務研究会・前掲注 （
30） 四八頁。
（
3（）金融法務研究会・前掲注 （
30） 四八頁。
（
3（）金融法務研究会・前掲注 （
30） 四八頁では「 （企業顧客の情報は）特に明示されていなくても、それらの不利益が発生する危
険のある情報の提供は、契約上許されないと解釈することになろう」としている。
（
3（）平野・前掲注 （
（） 九八頁。
（
3（）平野・前掲注
（） 九八頁。
（
3（）森下・前掲注
1） 一三頁では、アレンジャーによる情報開示を促す義務の対象は借入人ではなく貸付人ではないかという
指摘がある。
（
3（）小笠原奈菜「当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務（
1） ─契約関係維持を中心として─」山法四七号二九頁
以下。
（
（0）潮見佳男『債権総論Ⅰ〔第二版〕 』 （信山社、二〇〇三年）五六六頁以下。
（
（1）後藤巻則「フランス契約法における詐欺・錯誤と情報提供義務 一） （二） （三） 」民商一〇二巻二号一八〇頁、三号三一二頁、四号四四二頁（一九九〇年） 森田宏樹「 「合意の瑕疵」の構造と拡張理論（
1） （
2） （
3） 」ＮＢＬ四八二号二二頁、四八三号
五六頁、 八四号五六頁（一九九一年） 。
（
（2）小粥太郎「説明義務違反による不法行為と民法理論─ワラント投資の勧誘を素材として─ （上） （下） 」ジュリスト一〇八七号一一八頁、一〇八八号九 頁（一九九一年） 。
（
（3）後藤巻則「情報提供義務」ジュリ増刊（民法の争点二〇〇七年）二一七頁、自己決定権の観点から情報提供義務を分析するものとして、小粥・前掲注 （
（2） （下）九一頁。
（
（（）小粥・前掲注 （
3（） （下）九四頁。
（
（（）潮見佳男「説明義務・ と自己決定」判タ一一七八号九頁。
（
（（）潮見・前掲注 （
（（） 一〇頁。
（
（（）潮見・前掲注 （
（（） 一一頁。
（
（（）潮見・前掲注
（（） 一一・ 二頁。
三八七
民事判例研究⑵（中山）
（
（（）横山美夏「説明義務と専門性」判タ一一七八号一八頁。
（
（0）横山・前掲注 （
（（） 二一頁。
（
（1）横山・前掲注 （
（（） 二一頁。
（
（2）小塚・前掲注 （
1） 二七
･
二八頁では、本件のようなアレンジャーと参加金融機関の間にはリスクのやり取りが無く、利害
対立が無いことから、投資勧誘業者と同種の義務を不法行為上の義務として負担すると考えるのは、適切でないと指摘する。これに対しては吉田・前掲注 （
1） 六九頁において、指摘がなされているが、アンダーライン方式やローンパティシペーショ
ンのよう 最初にアレンジャーであるＹが信用リスクを全て引受ける形態、あるいは融資の使途が専らＹへの弁済 あり実質的にＹは信用リスクを負わない（追加融資 無い）場合であればともかく、本件ではそのような事情は無く、やはりＹとＸらはリスク移転の関係にないと考えられ 。
（
（3）道垣内弘人「アレンジャー、エージェントの法的責任（
1） 」ジュリ一三六八号一〇一頁ではシ・ローンにおける専門家間
のプロ・アマが唱えられているが、これはクロスボーダーシンジケートローン いう特殊な場合である。森下哲郎「アレンジャー・エージェントの法的責任（
2） 」ジュリ一三六九号九二頁においても、国際的事業と国内的事業を同列に論じること
は適切でないかもしれないとの指摘があり、また、金融機関が当事者の場合には、事業者と消費者との関係で説かれるところの情報提供義務をシ・ローンに持ち込むことは慎むべき あるとする。
（
（（）内田貴『債権各論〔第三版〕 』 （東京大学出版会、二〇一一年）二九頁。
（
（（）内田・前掲注 （
（（） 二九頁。
（
（（）判時二〇二八号三二頁、判タ一二八五号六九頁。
（
（（）幾代通・広中俊雄編『新版註釈民法（
1（）債権（
（） 』 （有斐閣、一九九七年）二一六頁〔中川高男〕 。
（
（（）中川・前掲注
（（） 二一六頁。
（
（（）中川・前掲注
（（） 二二 頁。
（
（0）幾代通・広中俊雄編『新版註釈民法（
1（）債権（
（） 』 （有斐閣、一九九七年）二三 頁〔明石三郎〕 。
（
（1）明石・前掲注
（0） 二三八頁。
（
（2）中川・前掲注
（（） 二二 頁。
三八八
（
（3）中川・前掲注 （
（（） 二二二頁。
（
（（）中川・前掲注 （
（（）二二 頁。
（
（（）明石・前掲注 （
（0） 二三八頁。
（
（（）奈良輝久「判批」金判一三一八号八頁や小笠原奈菜「フランチャイズ契約における情報提供義務と「契約の性質」 」山法五一
･
五二号一頁では両者を明確に区別していないようである。特に小笠原論文においてはフランチャイズに限ったことであ
るが、報告義務と情報提供義務を同視していると考えられる。
（
（（）ただし、これにも区分があり、①契約の締結に向けられた情報提供義務と、②契約の履行に向けられた情報提供義務があるとされる（横山美夏「契約締結過程における情報提供義務」ジュリ一〇九四号一二九頁） 。①は情報を得ていたならば契約を締結していなかった場合に問題となるの 対して、②は適切な情報を得ていても契約は締結したが、適切な情報を得られなかったために不十分な履行しかされなかった場合に問題となるとされる （小笠原奈菜 「情報提供義務の対象と法的性質」 『民事法の現代的課題』 （商事法務、 二〇一二年）七〇六頁） 。小笠原（同上）では①を自己決定基盤、 ②を完全性利益とした上で、学説を詳しく紹介 。
（
（（）横山・前掲注 （
（（） 一九頁。
（
（（）神田ほか編・前掲注 （
3） 二五三頁。
（
（0）神田ほか編・前掲注 （
3） 二五 〜二五三頁。
（
（1）コミットメントレターを提出した後は、取引慣習上原則として 当初予測し得なかった重要な事項が生じた場合を除く重要事項の変更は出来ないと考えられている。神田ほか編・前掲注 （
3） 二二四頁。
（
（2）シ・ローンの団体的な関係からの情報提供義務に言及するものとして 近江・前掲注 （
1） 一七二
･
一七三頁、大垣・前掲注
（
1） 五九頁、大西邦弘「シンジケートローンにおける参加金融機関相互の法律関係」金法一七七三号二三頁、吉田・前掲注
（
1） 六八頁がある。尤も、これらは、アレンジャーの位置づけの点で筆者とは見解が異なると考えられる。
（
（3）神田ほか編・前掲注 （
3） 二一四頁。
（
（（）坂井・前掲注 （
（） 四〇
･
四一頁。
（
（（）高部・前掲注
1） 九〇頁。
三八九
民事判例研究⑵（中山）
（
（（）江頭憲治郎『商取引法〔七版〕 』 （弘文堂、二〇一三年）二一九、二二一頁。
（
（（）不動産仲介人が契約関係に無い相手方に情報提供義務の負う旨を判示したのもとして、①最判昭三六・五・二六（民集一五巻五号一四四〇頁） 、②松山地判平一〇・五・一一（判タ九九四号一八七頁） 、③大阪高裁平一六・一二・二（判タ一一八九号二七五頁、判時一八九八号六四頁） 、④大阪地判平二〇・五・二〇（判タ一二九一号二七九頁）などがある。
（
（（）大山政之「判批」判タ一一七八号一六一頁。塩崎勤「宅地建物取引業者の責任」 『新・裁判実務大系
　
専門家責任訴訟』 （青
林書院、二〇〇四年）一六八〜一七〇頁。
（
（（）岡本正治 ・ 宇仁美咲『改訂版［逐条解説］宅地建物取引業法』 （大成出版社、 二〇一二年）二五六、 二六〇、 二七〇、 三八九頁。
（
（0）東京地判昭和三六・七・一〇（下民集一二巻七号 六二六頁） 。
（
（1）塩崎・前掲注
（（） 一六九頁。
（
（2）塩崎・前掲注 （
（（） 一七〇頁。
（
（3）江頭・前掲注
（（） 二三二頁。
〔追記〕脱稿（平成二六年六月一三日）後、東京地裁平成二五年一一月二六日（平二三（ワ）三二〇七四号）及び東京高裁平成
二六年五月二一日 平二五 ネ）七二七八号 に触れた。
（本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
